平成23年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録
１　平成23年３月15日午前10時30分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君

第10番　村木　征一君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君
　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成23年第１回奥多摩町議会定例会
予算特別委員会議事日程[第１日]
平成２３年 ３月１５日
午前10時30分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	――
	町長あいさつ
	――

	４
	議案第19号
	平成23年度奥多摩町一般会計予算
	

	５
	議案第20号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	

	６
	議案第21号
	平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	

	７
	議案第22号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	

	８
	議案第23号
	平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	

	９
	議案第24号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	

	10
	議案第25号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	

	11
	議案第26号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後２時38分　散会）
　午前10時30分　開会・開議

○委員長（清水　典子君）　これより予算特別委員会を開会・開議します。

　本日より予算特別委員会を行いますが、日程どおり予算の審議が行われますよう、委員皆様のご協力をお願い申し上げます。

　本日の出席委員は13名です。

本特別委員会の会期及び日程につきましては、本委員会の会議予定表のとおり進めたいと思いますので、委員会条例並びに会議規則の規定に基づき、合理的かつ能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力をお願いします。

　なお、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

　次に、本特別委員会の開会にあたり町長よりあいさつがあります。河村町長。

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

　冒頭、今月の11日に発生いたしました東北地方におけるマグニチュード9.0と、今までかつてない大地震が発生し、東北地方の皆様方には謹んでお見舞いをまず申し上げたいと思います。

いろんなテレビ等で内容を見ておりますと、本当に津波というのはすごいなという感じを受けました。特に、今回、私として一番心配しているのは、大勢の方々が亡くなってしまったということであります。これは物が消失するということであれば、道路、インフラを含めて時間をかけて、お金をかけて整備をしていくことができるんですけれども、まだ行方不明の方がたくさんおり、こういう問題については非常に悲しいなということで思いがいっぱいでございます。したがいまして、この復興、復旧あるいは住民に対する対応等については、政府は早いうちに方向性を見定めていただきたいなというように思います。現在、国会が開会中で、休会をしておりますけれども、この大きな災害に対する財源手当をどうしていくかということが、一番大きな問題になるのではないかなというふうに思います。

一部報道等を見ますと、従来の不急不要といいますか、それに優先して今回の災害の復旧に対する財源確保をするべきではないかというふうに報道をされています。私自身もそういうふうに思います。阪神・淡路の時には約10兆円規模の補正予算で、やっと復旧をしてきたという状況でございます。そういうことから見れば、それ以上の財源手当をしなければいけない。片方では経済的な復興と同時に日本の経済そのものが、先ほどのニュースを見ていると、株式が半年振りにもう１万円を割ったというようなことでございまして、経済的にも大きな打撃を受ける、こういうことに対して果敢な判断を一刻も早く国会、政府はしてほしいなというふうに思うところでございます。

また、今回は平成23年度の一般会計57億5,800万円、１億6,800万円、3.0％の伸びでございますけれども、そういう予算を編成させていただきました。以下、７会計につきまして、それぞれ前年の実績等を勘案しながら予算編成をさせていただきました。是非この平成23年度予算がスムーズに４月以降出発できますように、特別委員会におきましてご審議を賜り、ご決定をいただくようお願いを申し上げたいと思います。それぞれの内容等につきましては、副町長以下、所管の課長が皆様方にわかりやすく丁寧に説明をし、ご理解をいただきたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いを申し上げます。

特に平成23年度については、大きな事業というのは特に盛ってありませんけれども、従来からありますように地域の経済の振興あるいは雇用の問題等を含めて、実際にはその財源手当をさせていただきました。歳入に占める割合でまいりますと、40.4％が都の支出金であります。このうちの約半分が東京都の市町村総合交付金でありまして、この市町村総合交付金の財源確保のためには、今後とも行政改革を実行しながら財政割あるいはその地域の自治体の努力割というのがございますので、そういう努力をしながら住民の福祉あるいはインフラ等を含めたそういう財源に回していきたいということでございます。

また、国におきます地方交付税については、22％強でございまして、２番目に多く地方交付税を歳入に充てております。また、皆様方からいただく住民の貴重な税金でございますけれども、これは約８億円でございまして、３番目に多い税収でございます。

こういうことをかんがみますと、繰り返して申し上げるようでございますけれども、行政改革あるいは不急不要のものを削減をしながら、福祉あるいはこれからまだ必要である地域のインフラ整備を進めていきたいというふうに思っているところでございます。

また、それ以外の特別会計につきましては、介護保険、国民健康保険、あるいは山のふるさと村、体験の森等含めて、前年同様に事業を進めていきたいというふうに考えております。

また、下水道会計につきましては、副町長から冒頭に総括説明をさせていただきましたように、丹三郎と梅沢地区の工事が完了いたしました。この２つの工事につきましては、青梅とのドッキングの関係から繰り上げて認可をいただき実行してまいったわけでございます。そういう点では、それ以降の事業を平年ベースに戻しますので、さらに新たな認可を受けて、あと５年間で全体の事業を完了してまいりたいというふうに思っているところでございます。

また、病院会計等につきましては、病院の改革プラン、国で示された改革プランに基づきまして昨年、今年と病床数の減少の議決をいただきました。それによりまして、より効率的な病院運営を進めると同時に、さらに、東京都から派遣されている医師等支援ドクター等を含めて住民の細かな医療に目配り、気配りをしていきたいという予算になっております。特に病院も老朽化してまいりまして、エレベーターの取り替えが必要になってまいりました。このエレベーターの取り替え、あるいは冷暖房等の部分について、その設備の更新をしていきたいというのが主な内容でございます。

いずれにいたしましても、この地域の住民の皆様が安全で安心して暮らせるという大切な予算でございますので、ご審議を賜り、ご決定をいただきますようお願い申し上げまして、冒頭のごあいさつとさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。

○委員長（清水　典子君）　以上で町長のあいさつは終わりました。

　これより審査に入ります。

　議題につきましては、去る３月４日開会の平成23年第１回定例町議会第１日に、予算特別委員会に審査が付託された、日程第４　議案第19号　平成23年度奥多摩町一般会計予算、日程第５　議案第20号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算、日程第６　議案第21号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算、日程第７　議案第22号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算、日程第８　議案第23号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算、日程第９　議案第24号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計予算、日程第10　議案第25号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計予算、日程第11　議案第26号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算、以上の８件であります。

　総括的な説明は本会議において副町長より行われておりますので、本日は各課長より所管の説明を求めます。

　なお、説明される各課長は自席で着席したまま簡潔に、また特に新規事業や前年度と大きく変わっている点や要点をわかりやすいように説明願います。

　初めに、議案第19号　平成23年度奥多摩町一般会計予算の歳入について、まず、住民課長より、順次説明願います。住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　平成23年度一般会計予算書の10ページをお開きください。２歳入、款の01町税からご説明いたします。

　初めに、町税全体についてご説明させていただきます。

　引き続き景気の状況が不透明であること、人口の減少による納税義務者の減少があること、土地の評価額が引き続き下落傾向にあることなどから、町民税と固定資産税の２つの基幹税の税収は、今後とも過去の税収実績から長期的に下落傾向が続くものと考えられます。軽自動車税を除きたばこ税、鉱産税、入湯税の諸税についても減少していくものと見込まれます。以上のことから、町税全体では平成23年度、前年度比較で3,992万6,000円、4.6％の減額となる８億3,595万円の税収見込みとなっております。

　それでは、個人町民税からご説明させていただきます。個人町民税は２億5,452万6,000円を計上し、前年度と比較しますと1,420万2,000円、5.3％減とするものです。前年度比較で現年課税分普通徴収は316万8,000円、4.1％の減、特別徴収は１億46万9,000円、6.0％減、年金特徴は94万7,000円、6.3％減の見込みです。年金からの特別徴収については、平成21年10月より開始となっております。

　滞納繰越分については、199万8,000円計上し、前年度比較で38万2,000円、23.6％増を見込んでおります。

　法人町民税は2,130万2,000円を見込み、前年度比較で151万8,000円、6.7％減を見込んでおります。均等割額は、前年度比較70万円、4.8％減、税割額は前年度比較81万8,000円、10.1％減と見込み計上いたしております。

　滞納繰越分については、科目を設けるために1,000円を計上しております。

　個人と法人の町民税の合計ですが、２億7,582万8,000円を計上し、前年度と比較しますと1,572万円、5.4％減の見込みとするものです。

　純固定資産税は、交付金を除いた固定資産税ですが、３億5,458万6,000円を前年度比較で1,293万1,000円、3.5％減と見込み計上いたしております。対前年度比較で、土地は446万6,000円減、家屋は180万2,000円増、償却資産は1,024万1,000円減、滞納繰越分については２万6,000円減を見込んでおります。

　国有資産等所在市町村交付金及び納付金につきましては、１億6,171万6,000円を計上しております。前年度比601万9,000円、3.6％減となります。対前年度比較で、水道局分は498万6,000円、3.6％減、交通局分は102万5,000円、3.5％減、総務局分は１万円、2.6％減となります。これらの主な減額の理由は、償却資産がマイナスとなったためでございます。

　固定資産税については５億1,630万2,000円を計上し、前年度より1,895万円、3.5％減となる見込みです。

　軽自動車税ですが、1,147万3,000円で９万1,000円、0.8％増を見込みました。対前年度比較で現年分10万3,000円、0.9％増、滞納繰越分１万2,000円、38.7％減となる見込みです。

　11ページをお開きください。たばこ税ですが、2,109万2,000円を計上いたしました。対前年度比較で418万7,000円、16.6％減を見込んでおります。平成22年10月より税率改定したものの、減額が続くものと見込んでおります。

　鉱産税ですが、523万6,000円計上し、前年度と比較しますと37万3,000円、6.7％減の見込みです。

　入湯税ですが、601万9,000円円を計上いたしました。前年度と比較して78万7,000円、11.6％減の見込みとなっております。施設数は前年度から宿泊３施設減、日帰り１施設減で、宿泊施設18万5,000円減、日帰り施設60万2,000円減の見込みとなっております。

　以上で町税について説明を終わります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地方揮発油譲与税907万2,000円、次の自動車重量譲与税2,218万6,000円は、通知によるものでございます。

　次のページの地方道路譲与税につきましては、道路特定財源の一般財源化に伴い廃目となります。

　次の利子割交付金391万3,000円、次の配当割交付金145万8,000円、次の株式等譲渡所得割交付金96万円、次の地方消費税交付金6,900万9,000円、次の自動車取得税交付金1,958万4,000円は、通知によるものでございます。

　次の旧法による自動車取得税交付金につきましては、旧法の過年度分のために窓あけしておりましたけれども、今回廃目となります。

　13ページをご覧ください。地方特例交付金1,100万円は通知によるものでございます。

　次の特別交付金につきましては、平成11年から平成18年度までに実施されました所得税減税の減収補填が平成22年度で終了し、廃目となるものでございます。

　次の地方交付税13億円は、普通交付税を11億8,000万円、特別交付税を１億2,000万円見込んでおります。

　次の交通安全対策特別交付金220万円は、通知によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、分担金及び負担金でございます。

　民生費負担金2,456万4,000円は、前年度と比較し530万8,000円の減で、保育料負担金で措置児の減に伴う保育料保護者負担金の減が主なものでございます。

　次の児童育成負担金252万円は、放課後児童健全育成事業費の氷川、古里学童保育会保護者負担金で、実績に伴い減を見込むものでございます。

　14ページをご覧ください。社会福祉費負担金は、難病患者等ホームヘルプサービス事業費負担金は、昨年同様に見込むものです。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に、衛生費負担金ですが、秋川衛生組合の起債償還完了により廃目とするものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、使用料及び手数料でございます。

　民生使用料は、福祉施設使用料で、高齢者在宅サービスセンターと白丸デイサービスセンター分の施設使用料として120万8,000円と見込むものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、農林業水産使用料でございますが、983万6,000円を計上するもので、前年対比60万2,000円の減額となっております。簡易水道施設使用料につきましては前年同額の計上でございますが、農林水産施設使用料につきましては、特産物販売施設と大丹波養魚池の免除割合が下がり使用料が増額となるものの、特産物加工体験施設の使用料見直しにより使用料が減額となったことによるものでございます。

　15ページをお願いいたします。商工使用料でございますが、3,791万5,000円を計上するもので、前年対比124万5,000円の増額となります。これは、大沢国際釣り場と青目立不動尊休み処、丹縄亭の免除割合が下がり、それぞれ使用料が増額となるためでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木使用料3,198万2,000円の計上につきましては、対前年度比45万4,000円の増につきまして、住宅使用料を見込んでおります。

　次の道路・河川使用料につきましては、昨年同様の計上でございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育使用料でございますが、前年度比9,000円の増額となっております。使用料につきましては、学校開放施設使用料から16ページの文化会館使用料まで、前年度実績により計上しております。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に手数料に移ります。総務手数料372万2,000円、前年度実績を勘案して計上しましたが、23万1,000円の減でございます。

　次のページをお開きください。衛生手数料1,548万5,000円、23万1,000円の減でございます。塵芥処理手数料等の件数の減でございます。

　以上で衛生手数料を終わります。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、国庫支出金でございます。民生費国庫負担金１億1,330万8,000円は、前年度に比較し6,566万6,000円の減で、社会福祉費負担金のうち国民健康保険保険基盤安定繰出負担金138万円は、保険者支援分として国保会計へ繰り入れる額の２分の１を見込み、18ページをご覧ください。次の障害者自立支援給付費負担金3,008万3,000円は事業費の２分の１を、障害者自立支援対策臨時特例交付金６万円をそれぞれ見込むものです。

次の障害者自立支援医療費負担金318万円は、給付費の国庫負担分として事業費の２分の１を見込むものです。

　次の児童福祉費負担金の保育所措置費負担金2,513万9,000円は、事業費の２分の１を見込むものでございます。

　次の子ども手当費負担金5,346万4,000円は、子ども手当支給について所要額の国庫負担分をそれぞれ区分ごとに見込むものでございます。内容等につきましては、歳出でご説明を申し上げます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次に、国庫支出金の総務費国庫補助金200万円は、地上デジタル用共聴アンテナを登計弁天地域に設置する予定にあり、１世帯３万5,000円以上の負担分は国が負担するというルールから、町が国からの補助金の受け皿となり、登計弁天のテレビ組合に補助するものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の民生費国庫補助金のうち社会福祉費補助金676万8,000円は、新たに行う高齢者見守り相談事業の補助金を社会資本整備補助金として補助率45％で373万5,000円を見込むものでございます。内容は歳出でご説明をいたします。

　次の難病患者等ホームヘルプサービス事業費、及び19ページをお開きください。障害者程度区分認定等事業費補助金は昨年同様に、次の障害者地域生活支援事業補助金は、障害者地域生活支援センター指導員の人件費を見込んでございます。

　次の児童福祉費補助金195万6,000円は、次世代育成支援対策事業交付金で、主にファミリー・サポート・センター事業費が国庫補助金の対象事業となったことから、その所要額の２分の１を見込むもので皆増となります。

　次の衛生費国庫補助金の疾病予防対策事業費等補助金81万9,000円は、女性特有のがん検診推進事業費で補助率２分の１を見込んでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費国庫補助金1,000円については、補助額が確定しておりませんので、窓あけの予算計上です。公営、町営住宅地上デジタル放送設備改修工事を予定しております。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費国庫補助金でございますが、前年度比１万9,000円の増額となっております。小学校費、次の20ページの中学校費補助金につきまして、理科教育等設備整備費補助金、特別支援教育就学奨励費補助金を前年度と同様に計上し、中学校費補助金のうち要保護児童生徒援助費補助金の２万円につきましては、平成23年度でこの事業の対象となる生徒がいるため、基準に基づき新規に計上させていただいております。

○総務課長（原島　　肇君）　消防費国庫補助金は、廃目となります。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に、国庫支出金、総務費委託金12万8,000円、５万4,000円の増は、前年度実績によるものでございます。

　民生費委託金245万1,000円、40万7,000円の増でございます。児童福祉費委託金43万7,000円、これは子ども手当事務交付金が見込まれるためでございます。

　国民年金費委託金201万4,000円、これは前年度実績によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、都支出金でございます。民生費都負担金、社会福祉費負担金は6,552万7,000円で、主なものは、21ページをお開きください。行旅死亡人取扱費負担金81万8,000円、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金が908万円、後期高齢者医療保険基盤安定繰出金1,809万円、在宅心身障害者福祉手当負担金1,999万5,000円、障害者自立支援給付費負担金1,504万1,000円、障害者医療費負担金159万円、地域自殺対策緊急強化基金事業負担金57万9,000円を見込んでございます。

　児童福祉費負担金3,288万3,000円は、保育所措置費負担金を負担率４分の１で1,256万9,000円を見込むものです。

次の児童育成手当費負担金は、実績により960万6,000円を見込み、22ページをご覧ください。子ども手当費負担金1,070万8,000円は、区分ごとにそれぞれ積算し、見込むものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費都負担金2,408万4,000円、対前年度比454万5,000円の増につきましては、梅沢・丹三郎地区全域の地籍調査を予定しております面積の増に伴うものでございます。負担率は４分の３、面積については0.36ヘクタールを予定しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の総務費都補助金のうち市町村総合交付金12億円は、前年度と同額を見込んでおります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の総務管理費補助金2,450万円の増につきましては、日向人道橋及び防護柵設置工事の補助で、それぞれ２分の１及び３分の１の補助率でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の公共施設調整交付金１億6,102万8,000円は、水道局からの交付金で、小河内浄化センター分と覚え書分です。

　23ページをご覧ください。伐木事業補填収入850万7,000円は、都水道局からの交付金です。

　次の電源立地地域対策交付金1,020万円は、前年と同額を計上してございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の民生費都補助金、社会福祉費補助金5,143万3,000円は、地域福祉推進包括補助事業補助金では、社会福祉協議会補助事業費でボランティア活動助成事業と社会福祉協議会運営費補助金を見込み、低所得者・離職者対策事業は新規に行うもので、チャレンジ支援貸付事業として低所得者家庭における中学３年、高校３年の子弟の塾代と受験料などの貸付を無利子で行い、合格することで返済が免除される事業で、社会福祉協議会に委託して実施をするものでございます。

　次の福祉サービス第三者評価事業、次の多摩地域福祉有償運送運営協議会事業、福祉モノレール及び人にやさしい道づくり整備事業は、それぞれ例年どおり見込むものでございます。

　次の高齢社会対策包括補助事業補助金1,399万円は、説明欄のそれぞれの事業に充当する補助金を見込んでおりますが、特徴的な事業を申し上げますと、高齢者外出支援サービス事業費では、新たに要望のございました歯科診療機関への送迎に要する費用を見込んだものでございます。

　24ページをご覧ください。中ほどの緊急医療情報キット支給事業は、希望する65歳以上の独居高齢者等に同キットをお配りする事業に充当する補助金を見込むものです。

　次の奥多摩の福祉は、３年に１度改訂版を発行する費用に充当する補助金を見込むものです。

　次の高齢者見守り相談事業は新規事業で、当該事業に充当する補助金を見込むものです。

　次の高齢者日常生活圏域ニーズ調査事業費も新たに実施する事業で、介護保険事業計画の策定にあたり新規事業として65歳以上の全在宅高齢者を対象として、地域での課題、生活の状況、身体の状況等を把握し、今後の高齢者の生活状態に合った各種福祉サービスを提供するための調査を実施するものでございます。

　次のシルバー人材センター補助金は、本年、設立30周年となることから、記念事業実施のための補助金が増のもととなっております。

　次の社会資本整備総合交付金は、高齢者見守り相談事業の所要額の補助率27.5％を見込むものです。

　25ページをお開きください。障害者施策推進包括補助事業補助金814万6,000円は、奥多摩の福祉作成事業、以下障害者地域生活支援事業費まで説明欄のそれぞれの事業に充当する補助金を見込んでおります。

　また、次の心身障害者福祉費、難病患者等ホームヘルプサービス事業費、身体障害者酸素購入費助成事業費、難病患者等日常生活用具給付事業費まで、同様にそれぞれの事業に充当する補助金を見込むものです。

　26ページをご覧ください。障害者地域生活支援事業費、次の障害者自立支援事業費につきましても、それぞれの事業に充当する補助金を見込むものです。

　次の高次脳機能障害者支援促進事業補助金は、相談員の委託事業に充当する補助金を見込むものです。

　次の児童福祉費補助金7,374万円につきましては、説明欄のそれぞれの事業に充当する補助金を見込んでおりますが、最下段の子ども家庭支援包括補助事業補助金1,319万4,000円は新たに見込むもので、平成23年度開所する子ども家庭支援センターの事業費及び27ページをお開きいただき、ファミリー・サポート・センター事業費及び病後児預かり事業費に充当する補助金を、それぞれ補助率２分の１、４分の１、10分の10で見込むものです。

　次の衛生費都補助金1,666万6,000円は、医療保健政策包括補助事業補助金で、説明欄の難病医療相談事業から食育推進事業まで、それぞれの事業に充当する補助金を見込んでおります。

　28ページをご覧ください。精神保健福祉地域相談事業補助金から、中ほどの環境衛生費補助金の上、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業補助金までは、それぞれの事業に充当する補助金を見込むもので、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業補助金は、政府の緊急制度創設に伴い新たに実施するもので、子宮頸がん、肺炎球菌ワクチン接種事業と、平成22年度まで町独自の少子化対策事業に計上しておりましたヒブワクチン接種費を、ここに事業組み替えを行い、充当する補助金を見込むものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費補助金1,000円、前年度同様でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に農林水産業費都補助金でございますが、１億2,017万円を計上するもので、前年対比902万7,000円の減額となります。節の農業費補助金につきましては2,479万8,000円を計上し、前年対比280万4,000円の増額となっております。これは、シカ害防止対策事業費補助金の緊急捕獲事業費を平成22年度実績により計上することが主な理由となります。

　29ページをお願いします。節の林業費補助金の松くい虫駆除対策事業費とシカ被害対策事業費につきましては、前年対比で150万4,000円の減額ですが、シカ被害跡地の対象面積が下刈り作業の終了のため減少するためでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の都補助林道開設事業、都補助林道開設事業補助金4,900万円、補助率10分の10につきましては、西川線林道の開設工事を予定しておりまして、３年計画の２年目でございます。

　次の都補助林道改良（舗装）事業補助金4,200万円につきましては、補助率10分の７で君平線林道の改良、熊沢線林道の改良、槐木線林道の改良を予定しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の商工費都補助金でございますが、9,682万5,000円を計上するもので、前年対比6,450万4,000円の増額となります。

増額の主な理由ですが、観光費補助金では、木質バイオマスボイラー建設にかかる補助金の増により、次のページの商工費補助金では、従前より実施していた歳末大売出しへの補助に加え、新たに中元大売出しに対する補助金を計上するためでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の30ページ、土木費都補助金１億3,277万1,000円の計上で、対前年度比712万1,000円の増につきましては、市町村土木事業、補助率２分の１で７路線の予定と、次の緊急雇用創出事業臨時特例補助金につきましては、町道の整備を補助率10分の10で計上しております。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育費都補助金でございますが、前年度比36万4,000円の増額となっております。教育総務費補助金、中学校費補助金につきましては、前年度実績により計上し、社会教育費補助金につきましては、前年度は補正予算で計上させていただきました放課後子供教室推進事業補助金を計上しております。内容につきましては、歳出でご説明いたします。

○住民課長（浜野　武雄君）　31ページをお開きください。都委託金、総務費委託金1,723万4,000円、1,352万8,000円の減でございます。内訳ですが、徴税費委託金833万5,000円、対前年度53万円の減でございます。これは都税取扱費の事務費でございます。

　戸籍住民基本台帳費委託金７万4,000円、対前年度比２万4,000円の減でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費委託金は600万8,000円の計上で、東京都知事選挙委託金でございます。

　統計調査費委託金は39万4,000円の計上で、説明欄にあります調査委託金です。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に総務管理費委託金、これは新設でございます。242万3,000円。内容ですが、人権啓発活動地域ネットワーク事業に伴うものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、民生費委託金、前年度に比べまして350万円減とするもので、平成22年度まで実施をしておりました生活安定応援事業委託金が、３か年で事業廃止となったことに伴い減額するものでございます。そのほか、説明欄の事業に対する事務費の交付金で、前年同様に見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　32ページの農林水産業委託金でございますが、都民の森管理運営費として前年と同額の6,423万7,000円を計上するものでございます。

　次の商工費委託金でございますが、山のふるさと村管理運営費と河川等清掃委託金として１億4,207万9,000円を計上するもので、前年対比76万5,000円の減額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費委託金1,885万8,000円の計上につきましては、奥多摩周遊道路の委託料で昨年同様の計上でございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費委託金でございますが、前年度比324万3,000円の減額となっております。これは、教育総務費委託金のうち前年度までございました理科支援員等配置事業補助金が12月の補正予算でも減額補正いたしましたが、政府の行政刷新会議の事業仕分けの影響により58万8,000円の皆減、社会教育費委託金のうち水と緑のふれあい館運営委託金の減額が主なもので、事業費の支出見込額の減額により、東京都との協定により減額となるものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　33ページをご覧ください。次の財産貸付収入3,714万円は、説明欄にございます貸地料、貸家料、物品貸付料等でございます。

　次の利子及び配当金30万3,000円は、説明欄にございます積立基金の利子を計上してございます。

　次のページの不動産売払収入1,000円は、科目措置でございます。

　次の一般寄付金10万円、次の指定寄付金190万円は、見込額を計上してございます。

　次の繰入金のうち介護保険特別会計繰入金2,000円、次のページの後期高齢者特別会計繰入金50万円は、科目措置でございます。

　次の老人保健特別会計繰入金につきましては、廃目となります。

　次の財政調整基金繰入金3,400万円は、財政調整によるものでございます。

　次の公共施設整備基金繰入金7,500万円、次の教育文化振興基金繰入金240万円、次の減債基金繰入金5,000万円は、それぞれ説明欄に記載の事業に基金を充当するものでございます。

　次の観光施設等整備基金繰入金につきましては、今年度は充当がございません。

　次のページの繰越金3,000万円は、前年度の繰越金の見込額を計上したものでございます。

　次の延滞金の20万1,000円、次の町預金利子７万3,000円は、それぞれ見込額を計上してございます。

　次の民生費貸付金元利収入192万3,000円は、平成19年９号台風による災害貸付金の償還金でございます。

　次の森林再生事業受託収入１億8,935万7,000円は東京都からの受託収入、次の巨樹・巨木林調査データ整備受託収入55万円は、巨樹・巨木の会からの受託収入、次の花粉症発生源対策事業受託収入１億5,655万円、次のページの農作物有害鳥獣対策受託収入900万円は、東京都からの受託収入でございます。

　次の森林セラピー事業受託収入は、財団法人設立に伴いまして廃目となります。

　次の弁償金4,000円は廃目の措置でございます。

　次の実費徴収金2,455万1,000円は、38ページ、39ページにかけて説明欄に記載の施設の電気料、保険料、借地料等の実費徴収金を計上しております。

　39ページをご覧ください。過年度収入3,000円は科目措置でございます。

　次の市町村振興宝くじ収益配分金1,400万円は、前年度実績を計上してございます。

　次の東京市町村自治調査会助成金250万円は、説明欄に記載の事業を行うものでございます。

　次のページの家具転倒防止事業助成金147万6,000円は、東京都市長会、町村会からの助成事業でございます。

　次の雑入4,935万1,000円は、説明欄に記載の事業収入を見込んだものでございます。

　次のコミュニティ助成事業助成金につきましては、今年度は該当がございません。

　次の臨時財政対策債２億2,000万円は、前年度に比較して2,000万円の増で、地方交付税の不足分を借り受けるもので、全額が次年度以降の地方交付税に算入されるものでございます。

　以上で歳入の説明を終わります。

○委員長（清水　典子君）　以上で歳入の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時30分から再開とします。

午前11時20分　休憩

午前11時30分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、歳出について、まず、給与費について総務課長より説明を願います。総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　41ページから歳出に入りますが、その前に人件費につきまして総括的に説明させていただきます。187ページの給与費明細書をご覧ください。

　初めに、特別職になります。本年度の欄ですが、長等は、町長、副町長の２人で、給与費のうち給料は1,609万2,000円、期末手当657万9,000円、地域手当128万8,000円、退職手当負担金473万5,000円、１つあけまして共済費415万6,000円、合計3,285万円でございます。

　議員は、14人で、報酬4,932万円、１つあけまして期末手当1,327万7,000円、３つあけまして共済費4,311万8,000円、合計１億571万5,000円でございます。

　その他は、741人で、報酬4,049万5,000円、合計額も同額でございます。

　計で職員数757人、報酬8,981万5,000円、給料1,609万2,000円、期末手当1,985万6,000円、地域手当128万8,000円、退職手当負担金473万5,000円、１つあけまして共済費4,727万4,000円、合計１億7,906万円でございます。

　下段の比較の欄ですが、長等の期末手当45万7,000円の増は、役職手当の計上と期末手当支給月数の減を精査したもの、地域手当32万2,000円の減は支給率の減、退職手当負担金55万1,000円の増は負担金を精査したものです。１つあけまして共済費60万3,000円の減は精査により減、合計８万3,000円の増でございます。

　議員の報酬240万円の減は定数の見直しによる減、期末手当35万4,000円の減は支給月数の減によるものでございます。３つあけまして共済費3,507万9,000円の増は、地方議会年金制度廃止に伴う公費負担額の計上でございます。合計3,232万5,000円の増でございます。

　その他の職員数の２人の減は、選挙及び統計調査員数の増減による減、報酬301万8,000円の減は国勢調査員報酬の減が主なものでございます。

次ページをお願いします。一般職となります。

本年度の欄でございますが、職員数82人、１つあけまして給料３億2,821万5,000円、職員手当３億429万3,000円、１つあけまして共済費１億250万2,000円、合計７億3,501万円でございます。

３行目比較の欄ですが、給料の145万9,000円の減は、給与改定、人事異動等による減、職員手当1,278万1,000円の減は、地域手当支給率の減、期末手当支給月数の減によるものが主な理由になります。共済費の317万7,000円の増は共済組合負担金の率の引き上げによる増となります。

次に、職員手当の内訳ですが、扶養手当201万6,000円の減は人事異動による減、地域手当701万1,000円の減は支給率の減、住居手当68万4,000円の減は支給額の減額による減、管理職手当163万5,000円の増は人事異動による増、超過勤務手当202万7,000円の増は選挙執行手当の増、通勤手当26万5,000円の減は人事異動による減、期末勤勉手当の917万7,000円の減は支給月数の減による減、退職手当組合負担金275万円の増は負担率の引き上げによる増、児童手当43万円の減、子ども手当39万円の増は、それぞれ人事異動によるものでございます。

次の189ページから194ページまでは付属資料となりますのでご参照ください。

以上で給与費明細書の説明を終わります。

予算書の41ページにお戻りください。

○議会事務局長（大野　　尚君）　それでは、歳出となります。

　議会事務局費の前年度比62万3,000円の減は、職員手当等が主なものでございます。

　42ページの議会運営費の前年度比2,494万6,000円の増は、節04の共済費が主なもので、これは地方議会議員年金制度の廃止に伴う総務省の方針に基づき措置したもので、市町村議会議員共済会の給付経理にかかる積立金が平成23年６月に枯渇する見込みであることから、制度廃止直後に新たに負担率による給付費負担金を算出した額で、廃止以前の議員年金給付者及び遺族年金給付者の制度については存続され年金給付が継続されますが、公費以外は制度が廃止され、現職の議員からの掛け金はなくなります。

　なお、地方公共団体が支払う負担金は財政措置される見込みとのことで、交付税算入されるということであります。

　議会費は以上でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　43ページをご覧ください。款02総務費です。

44ページをお願いします。総務費の一般管理費は２億1,661万1,000円で、対前年比971万9,000円の減となります。特別職２名、職員16名の人件費が主なものでございます。

45ページをお願いします。45ページのうち10交際費は100万円で、増減なし。町の利益のため町を代表して外部との交渉をするために必要な経費を計上したものでございます。

需用費は、消耗品費等が前年比60万円ほど増となりますが、11月３日の功労者表彰式が予定されておりますので、その経費の計上でございます。

12役務費につきましても、表彰式の費用が増額となっております。

委託料から、次ページ19負担金までは、ほぼ変更ありません。

14の使用料で功労者表彰式関係の紅白幕の賃借料が増額となっているものでございます。

続きまして、46ページ、職員研修費は251万9,000円で、市町村職員研修所への負担金が主なものです。必修研修と専門研修で59名、講演会、スポット研修を合わせて84名分、139日分を計上したものでございます。

職員福利厚生費は62万4,000円で、職員互助組合交付金となります。

庁舎管理費は2,592万7,000円で、庁舎維持管理経費の計上となります。

47ページをお願いします。47ページのうち工事請負費は庁舎地上波デジタル波放送対応設備改修工事を計上したものでございます。

備品購入費では、地上波デジタル放送対応テレビを６台分、ブルーレイレコーダ１台分、書庫用の除湿機２台分を計上したものでございます。

続きまして、災害対策用職員住宅管理費は新設でございます。76万7,000円を計上するものでございますが、平成22年第３回定例会で修繕費を新設計上いたしましたが、防災用住宅につきましては、建築から13年経過し、大きな修繕が出てまいりましたので、目を新設し、管理経費を計上するものでございます。今までの小さな修理につきましては、財産管理費、庁舎管理費等で計上していたものでございます。

需用費では修繕費を、次ページ、役務費では浄化槽の汲み取り料及び法定検査手数料、火災保険料等、13の委託料では浄化槽の保守点検委託料、消防設備の保守点検委託料の計上、15の工事費では災害対策用職員住宅地上波デジタル放送対応設備改修工事を計上するものでございます。

続きまして、文書管理費は1,356万2,000円で、経常経費の計上でございます。

49ページをお願いします。49ページ中ほど、広報費は1,061万8,000円で、広報・広聴の経常経費の計上でございます。12の役務費では、ホームページ制作料の中でグーグル空き家情報の地図表示、音声読み上げ機能の初期導入経費を計上したものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次のページの財政管理費30万2,000円は、需用費と使用料等でございます。

　次の財産管理費1,326万6,000円は、11の需用費から14の使用料及び賃借料までは経常的な経費で、15の工事費は説明欄のとおりでございます。

　51ページをご覧ください。企画費のうち企画費１億5,002万円は、消耗品費と各種団体への負担金・補助及び交付金であります。説明欄の一番下にあります帰宅困難者等対策支援補助金の100万円は、京王タクシーへの補助金で、奥多摩駅以西にお住まいの帰宅困難者の支援として、以前のようにタクシー１台を夜間に奥多摩駅に常駐していただくもので、現在、京王自動車と運行再開に向けて協議中でございます。なるべく早く復帰できるように対応してまいります。

　次の企画事業費235万9,000円は、08報償費から11需用費までが行政改革推進委員会の関連予算でございます。19の負担金・補助及び交付金200万円につきましては、地デジ共聴アンテナを設置する予定の登計弁天テレビ組合に対する国補助金を補助するものでございます。

　次の地域交流事業費141万8,000円は、次のページをご覧ください。友好交流都市でございます中国淳安県の訪町に伴う関連費用であります。訪町団につきましては、５名プラス通訳１名の６名の訪町を予定してございます。

○総務課長（原島　　肇君）　電子計算費です。平成23年度予算につきましては、西多摩郡４町村共同利用の住民情報系システムが、平成23年１月に１次稼動として奥多摩町で稼動いたしました。その後、平成23年度10月に２次稼動として残る３町村のシステムが本稼動します。２次稼動では、共同化の使用様式を統一するための一部構築費が発生することから、運用費と構築費の両方の必要経費を計上するものでございます。

　電子計算管理費は3,830万円の計上で、電子計算システムの維持管理経費の計上です。前年比1,088万3,000円の減となります。委託費では住民情報系システム業務委託料1,320万円を新たに計上いたしますが、ホストコンピュータの保守点検委託料及び使用料及び賃借料でリース料が皆減となったことから減となるものでございます。

　次ページをお願いいたします。電子計算開発費は2,712万4,000円の計上で、前年比4,263万8,000円の減額計上ですが、昨年は単独移行のために割高になったものが、４町村共同化に移行したことにより割安になるものでございます。共同利用では西多摩郡電算共同化進捗管理業務委託料189万円、共同利用住民情報系システム構築業務委託料1,250万円を計上するもので、また、内部情報系システムの構築といたしまして、平成18年度に導入した内部情報系のシステムのサーバー、パソコン等が、平成23年６月でリース期限切れとなるために内部情報系システム構築委託料900万円を計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地域振興費のうちコミュニティ施設管理費145万2,000円は、地域集会施設の建物災害保険料と軽微な改修費等を自治会に補助するものでございます。

　次のコミュニティ施設整備事業費97万6,000円は、下水道供用開始に伴い棚沢コミュニティセンターを接続する費用と地デジ化に伴い大氷川、南氷川、常盤、栃久保、海沢生活館にアンテナを設置するものでございます。

　55ページをご覧ください。地域振興対策事業費438万9,000円は、身近なまちづくり推進事業の関連費用でございます。

　次の基金運用費のうち財政調整基金費1,507万9,000円、次の減債基金費6,010万9,000円、次の公共施設整備基金費2,688万6,000円は、それぞれ積立基金でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　車両費になります。56ページをお願いいたします。

　車両管理費は1,144万9,000円で、庁用車の維持管理経費の計上です。

　次ページをお願いいたします。交通安全対策費は115万8,000円で、説明欄にあります補助事業が主なものとなります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　57ページの下段になります。次の交通安全施設等整備事業費6,130万円の計上で、対前年度比3,740万円の増につきましては、大氷川日向人道橋の委託料及び日向人道橋上部仕上げ工事が主なもので、新年度で完成する見込みでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　工事請負費のうち白丸駅駐輪場設置工事につきましては、海沢地区からの要望により白丸駅下に駐輪場を設置を計画するものでございまして、その既存建物の解体費、それから駐車場一式の経費を計上するものでございます。

　58ページをお願いいたします。防災対策費は467万円で、防犯灯電気料自治会補助金が主なもので、器具購入補助では、自治会からの要望を取りまとめた老朽化した防犯灯について購入補助を行うもので、223灯分を計上するものです。

　防犯施設整備費は48万9,000円で、防犯灯整備工事費が主なものとなります。

○住民課長（浜野　武雄君）　14諸費、町税過年度還付金90万円、その他歳入の過年度還付金５万円、前年同様でございます。

　次の15人権・行政相談費、これは新たに目を立てたものでございます。

　次ページをお開きください。人権・行政相談費34万5,000円、これは戸籍住民基本台帳費より独立させたものです。内容、予算額は前年度と同様でございます。

　次の地域ネットワーク協議会事業費、これは新たに設けたものでございます。254万8,000円。これは本年10月16日日曜日、古里小学校体育館で、多摩西人権地域ネットワーク協議会主催で人権啓発のための音楽と講演の集いを実施するための事業費でございます。

　次の60ページをご覧ください。出張所費、子ども家庭支援センター内へ事務移転することから廃目とするものでございます。

　次の徴税費、税務総務費5,207万4,000円、これは職員６名分の人件費減が主な理由で、その他は前年度同様でございます。

　次の61ページをお開きください。賦課徴収費157万4,000円、前年度比757万5,000円の減は、土地評価替に伴う委託料及び土地構図電子化導入が完了したことにより大幅な減額となったためでございます。

　次のページ、62ページをご覧ください。戸籍住民基本台帳費2,570万2,000円、724万4,000円の減は、職員３名分の人件費の減と、戸籍電算システム入れ替え完了に伴い大幅な減額となったものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　63ページをご覧ください。選挙管理委員会費になります。選挙管理委員会費は911万1,000円で、選挙管理委員会の運営経費で、主に人件費でございます。

　次のページをお願いします。選挙啓発費は20万円の計上で、明るい選挙推進委員の活動経費となります。

　東京都知事選挙費は600万8,000円で、４月10日投開票の東京都知事選挙の執行経費となります。

　66ページをお願いします。町議会議員選挙費になります。町議会議員選挙費は861万7,000円の計上で、平成23年11月30日任期満了となります奥多摩町議会議員選挙の執行経費となります。

　次ページをお願いします。参議院選挙費は廃目となります。

　続きまして、05統計調査費となります。統計調査総務費は２万円で、統計協会費の計上でございます。

　指定統計費は、次ページ、経済センサス調査費で38万円の計上で、調査員は５名を予定しております。

　国政調査費、工業統計調査費は廃目となります。

○議会事務局長（大野　尚君）　次の監査委員費でございますが、前年度比18万7,000円の減は、職員手当等が主なもので、そのほかにつきましては、前年とほぼ同様の内容でございます。

○委員長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩したいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時55分　休憩

午後 1時00分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き予算特別委員会を再開します。

　議案第19号　一般会計予算歳出の款03民生費の説明から行います。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、民生費からのご説明となります。70ページをお開きください。

　社会福祉総務費1,499万6,000円は、前年度に比べ616万7,000円の増額を見込むもので、給料から負担金までは職員２名分の人件費等の所要額を見込むものです。

　次の社会福祉委員費は連年どおりと見込み、71ページをお開きください。民生委員推薦会費も例年どおり見込むものです。

　次の民生・児童委員協力員事業費は、民生・児童委員が欠員等となっている地区の民生・児童委員の活動に協力する方、２名の報償費など所要額を見込むものです。

　次の行旅死亡人取扱費は、例年どおり５名分を見込んでおります。

○住民課長（浜野　武雄君）　保護司活動費47万4,000円、前年度比7,000円の減でありますが、内容は、前年同様でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　72ページをご覧ください。社会福祉協議会補助事業費2,429万8,000円は、前年度に比べ1,317万6,000円の減額で、前年まであった委託料で高齢者外出支援サービス事業委託費を老人福祉費に組み替えたことによる減と、負担金・補助及び交付金で社会福祉協議会補助金の減によるものです。

　次の年末援助費から11の災害救済資金貸付事業費まで、例年と同様に見込んでおります。

　次の国民健康保険事業費１億4,820万3,000円、前年度に比べ5,675万4,000円を増額するもので、報酬では国保運営協議会委員報酬を、給料から73ページをお開きいただき、共済費までは職員４名分の人件費を前年度と同様に見込むもので、次の繰出金１億1,812万7,000円は、主なもので国保会計事業勘定繰出金１億円、保険基盤安定繰出金1,394万7,000円、次の出産育児一時金、次の財政安定化支援繰出金は、いずれも所要の額の繰り出しを見込むものです。

　次の福祉集会所維持管理費は、工事請負費で棚沢福祉集会所の下水道接続工事費を見込むものです。

　次の成年後見制度利用支援事業費及び74ページをご覧いただき、福祉サービス第三者評価事業費は、例年同様に見込むものです。

　次の低所得者・離職者対策事業費は新規事業で、平成20年度から３年間実施してまいりました次の生活安定応援事業費が廃止され移行される事業で、チャレンジ支援貸付事業として低所得者家庭における子弟の塾代及び受験料等貸付事業でございます。

　次の老人福祉費３億5,237万円は、昨年に比べ2,296万4,000円の増とするもので、内容は、75ページをお開きください。高齢者福祉地域支援事業費から79ページ老人保健事業費まで23の事業がございますが、主なものを申し上げますと、75ページをご覧いただき、01高齢者福祉地域支援事業費は、昨年度に比較し123万1,000円を増額するもので、３年に１度奥多摩の福祉サービス高齢者編を作成し、全戸配布するための経費、また、緊急医療情報キット支給事業の配布委託料を見込むものです。

敬老記念品支給事業費の次、高齢者見守り相談事業費1,067万2,000円は、新たに東京都のシルバー交番設置事業として実施するもので、対象は65歳以上のお１人暮らし、または夫婦のみの高齢者世帯であって、日常生活を営む上で常時注意を要する人、緊急の事態に陥った際、速やかに救護が行えるよう緊急通報システム及び火災報知システム、生活リズムセンサーを設置し、自ら通報できない場合でも新たに設置する、仮称でございますが、奥多摩町高齢者見守り相談室のパソコンの端末で見守る体制を整備し、24時間、365日対応できるように、夜間・祝日等も含め緊急通報システムを整備する委託費を見込むものでございます。

次の高齢者緊急通報システム事業費407万9,000円は、報償費が地域活動協力員160名分、役務費と備品購入費は新規設置分13件を見込んでございます。

高齢者火災安全システム事業費は、新規の設置を13台と見込んでございます。

次の福祉電話設置費補助事業費から高齢者自立支援住宅改修給付事業費、高齢者自立支援日常生活用具給付事業費、老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業費は、例年実施している事業で、高齢者へ各種支援事業を実績により見込んだものでございます。

77ページをお開きください。次の高齢者外出支援サービス事業費978万3,000円は、638万6,000円増額するもので、委託料を社会福祉総務費の社会福祉協議会補助事業費より組み替えを行ったことによるもので、また、新たに住民要望により事業のレベルアップとして氷川・古里の歯科診療所へ送迎を拡充する費用を見込むものです。

次のシルバー人材センター補助事業費1,995万7,000円は、284万円の増で、負担金・補助及び交付金で例年の運営にかかる人件費や管理費、補助金に加え、シルバー人材センターが今年、創立30周年ということから記念事業実施のための補助金を見込むものです。

次の老人クラブ運営費補助事業費28万円の減額は、１クラブ減に伴うものでございます。

次の高齢者在宅サービスセンター事業費195万5,000円は、1,227万2,000円の減で、平成22年度実施をいたしました施設改修のための工事費減によるものでございます。

次の介護保険特別会計繰出事業費１億4,571万6,000円は、介護給付費の町負担分と地域支援事業町負担分のほか、人件費等一般管理費等の繰り出しを見込んだものでございます。798万6,000円の増額の主なものでは、介護給付費の増及び次期介護保険計画策定経費、あるいは介護システム更新経費を見込むもので、詳細は介護保険特別会計の中でご説明をいたします。

次の介護予防ケアマネジメント事業費の18万5,000円の減額は、実績によるものでございます。

次の介護保険サービス等在宅低所得者利用負担助成事業費は、町単独で在宅低所得者の利用料に対する軽減対策として平成18年度から実施をしておりますけれども、実績により見込むものに加え、新たな事業として、海沢にございますケアハウス幸房の家を利用する町内介護保険被保険者２名分の入所費用２分の１を支援経費として、75万8,000円を見込むものでございます。

次の低所得高齢者在宅生活支援事業費は、町独自の制度として平成21年度より住民税非課税世帯に属する高齢者の経済的な負担の軽減を図り、在宅での生活の継続を支援していくということを目的に、居宅で生活されている方を対象といたしまして介護保険の受給状況に応じて高齢者在宅生活支援資金として、助成金といたしまして１万円から5,000円を支給する事業ということで、実績により見込んでございます。

次の高齢者日常生活圏域ニーズ調査事業費400万円も新たに実施する事業で、第５期介護保険事業計画の策定に当たりまして、高齢者介護予防基本チェックリストの町独自調査項目と合わせて町独自の調査を盛り込む内容でございます。

次の後期高齢者医療制度事業費１億2,489万6,000円は、499万7,000円増額するもので、負担金・補助及び交付金の10万円は平成22年度から葬祭費給付事業は広域連合の給付からなくなりましたが、平成21年度請求遅れ分を計上するものでございます。繰出金は、奥多摩町後期高齢者医療特別会計への一般会計からの繰り出しとして、１億2,479万6,000円を見込んだものでございます。内容につきましては、特別会計でご説明をいたします。

次の老人保健事業費は、老人保健特別会計の廃止に伴い、新たに一般会計に過年度分の医療給付費と医療費分の所要額を見込むものです。

次の老人保健特別会計繰出事業費は、会計の廃止に伴って廃目をするものでございます。

次の心身障害者福祉費１億4,237万円は、848万円増額するもので、心身障害者福祉費では奥多摩の福祉の改訂による印刷、委託料では、81ページをお開きください。身体・知的障害者相談員業務委託料、負担金・補助及び交付金、次の扶助費は、それぞれ例年と同様に見込むものでございます。

次の重度障害者見学事業費は、連年どおり身体と精神でそれぞれ１回日帰り見学会を見込んでおります。

次の難病患者等ホームヘルプサービス事業費は、前年度同様次の在宅心身障害者福祉手当給付事業費は、実績見込みにより81万9,000円の減、次の町単独在宅心身障害者福祉手当給付事業費1,005万2,000円は、192万円の増で、町独自のレベルアップ事業として新たに精神障がい者を対象者に見込むものでございます。

次の身体障害者酸素購入費助成事業費から、82ページの09重度身体障害者住宅設備改善等事業費までは、それぞれ実績等により例年と同様に見込むものでございます。

次の重度障害者タクシー乗車料金助成事業費195万5,000円は、前年度まで障害者地域生活支援事業費に計上していた費用を組み替えを行ったものでございます。

次の障害者自立支援事業費8,704万5,000円は、99万9,000円を増額するもので、報酬から役務費までは実績によるものでございます。

83ページをお開きください。委託料では、国保連合会審査支払事務委託料７万2,000円、障害者通所支援事業委託料432万円、障害者福祉総合システム保守委託料269万1,000円、また、新たに第３期障害福祉計画策定委託料150万円を見込むものでございます。

次の使用料及び賃借料は、障害者福祉総合システムの使用料、前年度同額を見込み、次の負担金・補助及び交付金では障害福祉施設改修工事補助金として、新たに多摩学園施設改修の補助金1,000万円を見込むものでございます。

次の扶助費6,287万8,000円は、施設訓練等施設支援費1,647万円は給付・訓練等給付、介護給付など実績により見込むものでございます。その次、居宅介護費から最下段の事業運営安定化事業までは、前年と同様に実績額により所要額を見込んでおります。

次の障害者自立支援医療事業費636万2,000円は、84ページをご覧いただき、扶助費で更正医療給付費、これは透析の通院でございますが、636万円を前年度実績により見込んでおります。

次の障害者地域生活支援事業費1,216万2,000円は、委託料1,002万9,000円はコミュニケーション支援事業で、手話通訳と身体介護を伴わない方のガイドヘルパーの委託料、地域活動支援センター事業費の946万3,000円はカモンミールの委託料、ガイドヘルパー事業委託料は障がい者の買い物等外出時のガイドを行う事業50万4,000円を見込んでございます。扶助費198万3,000円は日常生活用具給付費、更正訓練費給付費などを、それぞれ前年の実績により見込んでおります。

次の重度身体障害者等緊急通報システム事業費と、次の身体障害者福祉電話運営補助事業費は、例年どおり見込むものです。

次の障害者就労サポート事業費は、新規事業として、障がい者に対する就労活動への支援と就労後の相談等を行う事業で、内容は需用費で消耗品、印刷製本費はパンフレットの印刷、委託料では、85ページをご覧をいただき、就労をサポートするための相談員の委託料を見込むものです。

次の高次脳機能障害者支援促進事業費35万円は、平成22年度補正予算で実施した事業を新規に計上するもので、相談員の委託料が主なものです。

次の自殺対策事業費63万9,000円も新規事業として計上するもので、報償費で講演会とゲートキーパー養成講習会のそれぞれ講師報償費を、需用費では消耗品費で立て看板と自殺予防啓発用品の購入を、印刷製本費では自殺予防用パンフレットの印刷を見込んでおります。

次の在宅障害者自立生活サポート事業費13万円も新規事業として行うもので、内容は、在宅での自立の基本である食事について、調理方法あるいは栄養管理指導を行っていくための事業で、消耗品で食材費を見込むものです。

次の福祉会館費は、現在、指定管理者として福祉会館の維持管理等を行っている町、社会福祉協議会への委託料等で、実績によるものです。

86ページをお開きください。次の児童福祉総務費1,615万円は、前年度に比べ867万1,000円の減で、職員２名分の人件費等の所要額を見込むものです。

次の児童福祉費及びひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費は、例年どおり見込んでおります。

87ページをお開きください。次のひとり親家庭医療費助成事業費、その次の乳幼児医療費助成事業費及び次の子ども医療費助成事業費は、いずれも主に扶助費で医療費を実績により見込むものです。

88ページをご覧ください。次の少子化対策事業費2,880万5,000円は、奥多摩町子ども子育て支援推進事業として町単独で実施している事業でございます。前年度に比べ115万3,000円の減額の主なものは、負担金・補助及び交付金で、平成22年度に実施した12の支援事業のうちヒブワクチン予防接種事業を、国制度の創設に伴い保健衛生費の感染症予防対策事業費に組み替えを行ったこと、その他実績によるものでございます。

次の乳幼児医療費町単独助成事業費39万7,000円は、主に扶助費で、実績により医療費を見込むものです。

89ページをお開きください。子ども医療費町単独助成事業費72万8,000円は、扶助費で義務教育就学時の児童を対象とする町単独医療助成事業費を実績により見込むものです。

次の子ども手当事務費は、支給額の変更等に伴うシステム改修委託費が主なものです。

次の児童措置費のうち保育所措置費１億5,761万4,000円は、前年度比3,576万4,000円の減で、説明欄のとおり各保育園120人分の措置費で、児童数の減と年齢構成が変わることにより減を見込むものです。

次の児童手当費7,488万円は、前年度に比べ9,742万円の減で、前年度の子ども手当積算の誤りによる減が主なものです。

90ページをお開きください。次の児童育成手当費及びその次の児童健全育成事業費の放課後児童健全育成事業費は、それぞれ実績により見込むもので、その下の子ども家庭支援センター事業費は廃目とするものです。

91ページをお開きください。子ども家庭支援センター事業費4,122万円は、施設の整備に伴い新たに設けたもので、子ども家庭支援センター事業費3,752万7,000円は給料から旅費までは職員３名分の人件費の所要額と講師謝礼を、92ページをご覧いただき、需用費では施設の光熱水費が主なもので、役務費では電話料と行事保険料等を、委託料では相談員委託料と事業の委託料をそれぞれ見込み、また、施設の保守点検委託料ではエレベーターや消防を始め機械警備や閉館までの警備員の委託を見込んでおります。使用料及び賃借料では複合機のリース代等を見込むものです。

次のファミリー・サポート・センター事業費は、平成22年度までは子ども家庭支援センター事業費の中にあったものを新たに設けたものです。内容につきましては、主に相談員の委託料で、その他は前年の実績によるものでございます。

93ページをご覧ください。次の病後児預かり事業は、共働き世帯から要望の強かったことから、新たな子育て支援策として始める事業でございます。病後児を定員２名として奥多摩病院で預かるもので、使用料12万円は奥多摩病院使用料を、負担金・補助及び交付金10万8,000円は利用者が支払うサポート協力員の所要額の２分の１を助成するものでございます。財源は、東京都子ども家庭支援包括補助事業で10分の10を見込んでおります。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に、国民年金費です。国民年金総務費899万1,000円、前年度に比較しまして146万7,000円減でございます。これは職員１名分の人件費等でございます。

　次の94ページをご覧ください。国民年金費５万7,000円、前年度に比較しまして４万6,000円の減でございます。内訳ですが、消耗品費の5,000円増、専用電話回線使用料５万1,000円の減でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に衛生費でございます。保健衛生総務費4,015万8,000円は、前年度に比べ208万8,000円の増で、事務職員２名、保健師２名、管理栄養士１名の５名分の人件費などが主なものでございます。

　95ページをお開きください。次の休日急病診療事業費、その次の休日歯科応急診療事業費及び次の古里診療所事業費は、いずれも例年実施している事業で、実績によるものでございます。

　96ページをご覧ください。保健福祉センター管理費2,032万8,000円は、84万4,000円の増で、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料までは実績により、工事請負費ではエレベーターの老朽化に伴い部品交換工事を見込むものです。

　97ページをお開きください。備品購入費では、地上デジタル放送対応テレビ１台の購入費を見込んでおります。

　次の古里歯科診療所の事業費も、例年どおり見込むものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　犬の登録と予防接種事業費１万6,000円、これは前年同様の内容でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に、予防費4,645万1,000円は、健康づくり推進事業683万1,000円では、前年度に比べ472万4,000円の増で、報酬から98ページの需用費までは例年実績により見込むもので、委託料では新たな事業として森林セラピーを活用した町民の健康づくりを推進するため、森林セラピー財団へ日帰りツアー事業の委託料として480万円を見込むものです。

　次の使用料及び賃借料、その次の負担金・補助及び交付金は、例年と同様に見込むものです。

　次のへき地専門医療確保事業費は、眼科・耳鼻科検診を例年同様に年２回分予定し、その所要額でございます。

　次の感染症予防対策事業費では、委託料で新規事業として子宮頸がん予防ワクチン接種事業、小児用肺炎球菌ワクチン接種事業、ヒブワクチン接種事業の３事業を全額公費負担で行うものでございます。

　子宮頸がん予防ワクチン接種事業の対象は、中学１年から３年までの女子生徒60人分を見込んでございます。３回接種するものでございますが、来年度以降は中学１年生のみを対象として実施をいたします。

　次の小児用肺炎球菌ワクチン接種事業は、ゼロ歳から４歳までを対象に、ゼロ歳では３回、１歳から４歳までは１回接種するものでございます。

　次のヒブワクチン接種事業は、前年度、子ども子育て推進事業で実施してきたものでございますが、新たに感染症対策事業費に組み込んだものでございます。

　この３ワクチンの接種事業は、政府の補正予算で創設をされました子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金として都道府県に設置をされました基金を活用して、それぞれ接種費用の２分の１の補助を受け実施をするものでございます。

　負担金・補助及び交付金では、肺炎球菌ワクチン接種助成金は実績により見込むものでございます。

　次の定期予防接種事業費は、定期予防接種事業といたしましてワクチン接種に伴う報酬を、99ページをお開きいただいて、賃金、需用費、委託料の所要額をそれぞれ見込むものです。

　次の結核予防対策事業費、次の予防接種健康被害調査委員会費及び西多摩医師会保健衛生協力事業費は、それぞれ例年どおり見込むものです。

　次の健康増進法保健事業費999万5,000円は、100ページをご覧いただき、委託料で胃がん検診を始め各種検診等の委託料が主なもので、連年の実績によるものでございます。

　次の女性特有のがん検診推進事業費は、がんの早期発見、早期治療につなげるため、特定の年齢に達した女性に対して子宮頸がん及び乳がんに関する検診を無料で行うクーポンを送るものでございます。

　次の骨粗しょう症予防対策事業費も、実績によるものでございます。

　次の遠隔予防医療相談事業費855万9,000円は、371万6,000円を増額するもので、対象者拡大に伴い需要費のうち消耗品費で自己採血キットを、また修繕費でシステムの改修を、役務費で光回線の増設費を、委託料で新たに成分分析委託料としてシステムの保守委託料をそれぞれ見込むものでございます。

　101ページをお開きください。次の食育推進事業費は新たに取り組む事業で、報償費では料理講習会講師等の謝礼を、需用費では消耗品費で食材等の購入費を見込むものでございます。

　次の母子保健事業費では、１歳６か月児健康診査事業費は例年どおり実施しているものでございます。

　102ページをご覧ください。次の妊婦健康診査事業費では、需用費と委託料は例年の実績により、新たに負担金・補助及び交付金で里帰り出産等妊婦健康診査費用助成事業負担金を３名分、21万円を見込むものでございます。

　次の妊産婦・乳幼児保健指導事業費から104ページの14でございますけれども、14の乳幼児離乳食講習事業費までは、例年実施している母子保健事業で、実績により見込むものでございます。

　この104ページ、15でございます。乳児家庭全戸訪問事業は、平成22年度補正予算でご決定をいただき開始した事業で、生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、育児等に関するさまざまな不安あるいは悩みを聞き、相談に応じるほか、子育て支援に関する情報提供等を行うというもので、訪問時の消耗品費を見込んだものです。

　次のフッ化物洗口推進事業費も、平成22年度補正予算でご決定をいただいたもので、開始した事業でございますが、保育園児及び小中学校児童・生徒を対象にフッ化物薬液で食後に口内洗浄を行い、虫歯を予防する事業でございます。賃金では歯科衛生士の賃金を、需用費では薬液等の購入費をそれぞれ見込むものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費に入ります。

　環境衛生費は、全体で2,213万1,000円を計上し、前年度比50万3,000円を増額するものです。主なものは、下水道の供用開始に伴い生活排水対策事業費が増額となっております。

　105ページをお開きください。環境衛生総務費1,514万2,000円で、59万2,000円を減額するものです。これは、職員の人件費と消耗品費の減額で、その他内容は前年度並みとなっております。

　106ページをご覧ください。公害対策事業費は41万4,000円で、前年度並みの計上でございます。

　生活排水対策事業費は657万5,000円、前年度比109万6,000円を増額するものです。主な増額の理由は、下段から次のページにかかる工事請負費、古里東雑排水浄化施設撤去工事を新たに計上したことによるものです。下水道への接続の進展に伴うもので、光熱水費、委託料も同様の理由で減額となります。

　107ページをお開きください。清掃総務費は3,411万1,000円で、92万7,000円の減は、クリーンセンター職員の人件費の減額によるものでございます。

　塵芥処理費でございますが、ごみ処理事業費１億1,961万5,000円、対前年度比1,308万8,000円増とするものです。内訳ですが、賃金204万6,000円、前年度比175万2,000円増、持ち込みごみ処理分別作業増のためでございます。

需用費は1,961万8,000円、28万8,000円減。これは光熱水費の減額によるものが主なものでございます。

役務費100万5,000円、対前年度比５万5,000円減で、前年同様でございます。

　109ページをお開きください。13委託料7,319万2,000円、前年度比808万1,000円の減額となっております。主なものですが、鉄くず・鉄プレス等運搬処理委託料189万円減、一般廃棄物処理基本計画策定業務委託493万5,000円皆減、最終処分場浸出水処理施設点検整備委託料92万6,000円減、ＰＣＢ廃棄処理関係費59万6,000円皆減、焼却処理装置維持点検整備業務委託料70万6,000円増が主なものでございます。

　14使用料及び賃借料36万3,000円、４万7,000円増、最終処分場重機使用料を増額と見込んだためでございます。

　15工事請負費2,106万4,000円は、新規に計上したものです。焼却炉内の耐火物補修工事とデジタル放送受信の工事のためのものでございます。

　110ページをご覧ください。備品購入費につきましては、169万5,000円、前年度比124万2,000円減。前年度、軽トラック購入費が減額となったためでございます。

　19負担金・補助及び交付金63万2,000円、10万円の減でございます。廃品回収活動奨励金10万円が減額となったためでございます。

　し尿処理費、し尿処理事業費7,430万2,000円を計上し、前年度比36万9,000円の増額となっております。主なものとしては、13委託料、し尿処理委託料95万3,000円減、汲み取り量の減少によるものでございます。19負担金・補助及び交付金、秋川衛生組合分賦金146万2,000円増は、奥多摩町の処理投入量の割合が高まったためでございます。し尿汲取自家処理世帯補助金２万円の減、浄化槽汚泥清掃費軽減措置補助金51万円減は、ともに下水道の普及によるものでございます。その他は前年度と同様でございます。

　清掃費全体では２億2,802万8,000円、1,253万円の増額見込みで計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　111ページをご覧ください。病院事業費１億500万円は、病院会計への補助金と出資金でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、農林水産業費の農業委員会費でございますが、前年対比４万1,000円の減額につきましては、人件費分によるものでございます。

　113ページをお願いします。国有農地管理費でございますが、前年対比１万5,000円の増額は、内示によるものでございます。

　次の農作物有害鳥獣対策事業費でございますが、253万5,000円の増額につきましては、委託料の緊急捕獲委託料を平成22年度実績で計上することにより、備品購入費では捕獲後の処理を考えて炭酸ガスセットを購入するため増額となりますが、負担金・補助及び交付金ではワサビ田用防護ネットのメーター数減少により計上額が減額となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、簡易給水施設管理費2,457万円の計上で、対前年度1,384万5,000円の増につきましては、峰簡易給水施設の水源の水量不足で第２水源を浄水場へ送る改修工事を予定しているもので、主なものは、それ以外は昨年同様の計上をしております。

　委託料で一番下段に峰浄水場改修実施設計業務委託、これと15の工事請負費、峰浄水場改修工事を予定しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　114ページをお願いします。農業振興総務費でございますが、前年対比17万9,000円の減額で、賃金の減額が主な理由となります。

　次の畜産事業費でございますが、前年と同額の計上でございます。

　次の山村地域農林業振興事業費でございますが、前年対比250万円の増額となります。町の特産品であるワサビの育成状況が見学できるよう観光ワサビ田を整備するものでございます。

次の町農林業等振興事業費でございますが、前年対比21万9,000円の減額で、賃金、委託料、原材料費を精査したものでございます。

117ページをお願いいたします。山村振興事業費でございますが、前年対比198万9,000円を増額するもので、体験農園のテレビの地上波デジタル移行に伴う工事と管理棟、ウッドデッキ、屋根設置に伴う工事が主な理由でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、農地費、農道維持管理費で対前年度比100万円の増につきましては、農道維持補修工事で日原農道での道路の陥没箇所の補修を予定しているものでございます。

　次に、都補助土地改良事業費は、昨年同様の計上をしております。

　119ページをお開きください。林業総務費でございます。対前年度1,540万4,000円の減につきましては、職員の給料の調整によるもので、それ以外につきましては、昨年同様の計上でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　120ページの都民の森管理運営事業特別会計繰出事業費でございますが、前年と同額を計上するものでございます。

　次の林業振興総務費でございますが、97万円を増額するもので、平成22年度で町の森林整備計画を法令に基づき改定しましたが、国の法改正に伴い平成24年度を初年度とする新たな森林整備計画を策定しなければならないため、委託料を計上するためでございます。

　次の林業構造改善事業費でございますが、前年対比11万5,000円を増額するもので、新たな森林整備計画を策定するため林業振興事業協議会の委員報酬及び旅費を増額するためでございます。

　121ページをお願いします。森林保全・活用総務費でございますが、前年対比4,000円の増額となります。内容的にも前年同様でございます。

　次の多摩の森林再生事業費でございますが、前年対比820万5,000円の増額となります。東京都から事業受託額が未提示のため、前年の契約額で計上するため増額となるものでございます。

　次に、松くい虫駆除対策事業費でございますが、前年対比５万5,000円の減額となります。これは、注入する薬剤量が減るため、委託料が減額するためでございます。

　123ページをお願いします。シカ被害対策事業費でございますが、前年対比277万9,000円を減額するもので、委託料のシカ被害跡地復旧造林地の下刈り作業が10ヘクタール程度終了するための減額でございます。

　次の花粉症発生源対策事業費でございますが、前年対比4,364万3,000円の増額となります。東京都からの事業受託額が未提示のため、前年の契約額で計上するためでございます。

　次の森林セラピー事業費でございますが、前年対比で485万6,000円の増額となります。４月からの事業の財団移行を勘案し、派遣する職員の給料分やセラピーステーション及びセラピーロードなどの管理委託料を新たに設けるため、事業費全体として増額となったものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　125ページをお願いします。次の林道治山費、林道維持管理費は、昨年同様の計上をしております。

　次の都補助林道開設事業費、対前年度1,404万5,000円の減につきましては、西川線林道全線の測量設計が昨年度完了していることと、工事費の東京都内示額の額の確定による減が主なものでございます。

　次の126ページの都補助林道改良（舗装）事業費、対前年度1,599万9,000円の増につきましては、都の内示額の額の確定によるもので、次の治山事業費及び都営事業負担金は、昨年同様の計上でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　127ページをお願いします。水産業総務費でございますが、前年対比５万9,000円の増額につきましては、人件費分によるものでございます。

　次の町単独内水面漁業振興対策事業費につきましては、廃目でございます。

　次のページの商工費の消費者行政事業費でございますが、前年と同額の計上でございます。

　次の商工振興費でございますが、前年対比34万6,000円の増額につきましては、中元大売出し補助金を新たに計上するためでございます。

　次の小口事業資金融資事業費でございますが、前年対比50万円の減額につきましては、129ページの負担金・補助及び交付金の小口事業資金利子等助成金を実績により減額したためでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の若者住宅資金利子補給事業費につきましては、昨年同様の1,000万円の計上をしております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、観光総務費でございますが、前年対比342万4,000円を減額するもので、主に人件費分と負担金・補助及び交付金の観光協会補助金の減額が主な理由でございます。

　次の大多摩観光事業費でございますが、前年対比210万円の増額となります。これは、131ページの負担金・補助及び交付金の西多摩地域入込観光客数調査負担金を設けるためでございます。

　次の町ふれあい広場事業費でございますが、前年対比1,000万円の増額につきましては、秋に山のふるさと村で予定しております音楽祭の関係によるものでございます。

　次の山のふるさと村管理運営事業特別会計繰出事業費でございますが、前年対比76万5,000円の減額につきましては、都の提示によるものでございます。

　次の観光施設等整備基金費でございますが、前年対比112万6,000円の増額となります。観光施設使用料の免除割合の変更などによるものでございます。

　次の出生記念樹木配布事業費でございますが、前年対比３万6,000円の増額となります。出生記念樹としてミツバツツジを配布するもので、出生者予定数の増加によるためでございます。

　次の花の里づくり事業費でございますが、前年同額の計上でございます。

　次のページの日照確保対策事業費につきましても、前年同額の計上でございます。

　次の観光施設維持管理費でございますが、前年対比203万7,000円の増額となります。需用費の修繕費でねねんぼう手すり修繕を、役務費と委託料で川乗バイオマストイレ新設の関係から、備品購入費では川井のどんぐりんこのテラスの厨房備品購入によるものが主な理由となります。

　134ページをお願いします。観光施設整備事業費でございますが、前年対比１億3,464万8,000円の増額となります。鳩ノ巣荘の基本設計委託、もえぎの湯への木質バイオマスボイラーの導入にかかわる委託料と工事費、地上波デジタルへの対応、キャンプ場関係工事、下水道接続などの工事などを予定しているものでございます。

　以上で商工費の説明を終わらせていただきます。

○委員長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時から再開とします。

午後１時49分　休憩

午後２時00分　再開

○委員長（清水　典子君）　休憩前に引き続き予算特別委員会を再開します。

　議案第19号歳出の款08土木費の説明から行います。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　それでは、引き続きましてご説明申し上げます。135ページをお開きください。款08土木費でございます。

　土木総務費は7,446万3,000円の計上で、279万6,000円の対前年度比増につきましては、137ページ上段の枠内の最下位にあります大沢地内の急傾斜地崩壊復旧工事の都施工負担金の増が主なもので、それ以外につきましては、昨年同様の計上でございます。

　137ページをお願いします。次の奥多摩周遊道路管理費につきましては、昨年同様の計上でございます。

　次の登記事務費83万8,000円につきましては、委託料の減が主なものでございます。

　次の法定外公共物等譲与事業費285万6,000円につきましては、昨年同様の経費を見込んでございます。

　次の道路台帳整備事業費200万円及び次の国土法土地取引事務経費につきましては、昨年同様の計上でございます。

　次の地籍調査事業費3,698万8,000円の計上で、対前年度681万9,000円の増につきましては、丹三郎・梅沢地区の地籍調査の面積の増によるものが主なものでございます。

　次の道路維持費3,354万2,000円、対前年比41万6,000円の減につきましては、昨年同様の計上でございます。

　139ページをお願いします。道路新設改良費、都補助道路新設改良事業費２億6,804万2,000円の計上で、対前年比2,125万8,000円の減につきましては、市町村土木補助の７路線の委託及び工事補償事業の補助費の内容の調整によるものでございます。

　次のページお願いします。町単独道路新設改良事業費1,800万円の計上に対し、対前年比900万円の減につきましては、工事請負費の事業費の調整によるものでございます。

　次の141ページをお願いします。橋梁維持費、対前年比630万円の減につきましては、橋梁長寿命化の委託が完了したもので、通常の修繕費の計上に戻っております。

　次の町単独橋梁新設改良事業費及び河川総務費につきましては、昨年同様の計上でございます。

　次の河川改良費、対前年比150万円の減につきましては、河川改修の工事が完了したものでございます。

　次のページの住宅管理費につきましては、昨年同様の計上で1,942万2,000円の計上をしております。

　次の143ページをお願いいたします。下段の住宅建設事業費5,598万2,000円の計上は、5,431万円の増につきましては、委託料、川井及び長畑地内での住宅分譲用地の測量設計を見込んでおります。15の工事請負費300万円につきましては、長畑地内２区画の分譲地の駐車場整備工事を予定しております。17の公有財産購入費4,421万9,000円の計上につきましては、川井地内、棚沢地内、長畑地内の宅地分譲地の土地の買収を計上しております。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の下水道事業特別会計繰出事業費３億793万7,000円は、下水道会計への繰出金でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　款９消防費になります。

　消防費の常備消防費は１億3,869万5,000円の計上で、東京都への常備消防事務委託費で、前年度実績で計上しております。

　次ページをお願いいたします。非常備消防総務費は948万7,000円で、消防団事務局の人件費、各種団体への補助金等経常経費の計上です。

　次ページをお願いいたします。消防団費は4,218万1,000円の計上で、消防団運営の経常経費の計上です。今年度は任命式の年で、需用費で消耗品費、新入団員制服、第三種作業服等を見込んで計上をしております。

　次ページをお願いいたします。消防施設費の消防施設維持管理費は1,355万9,000円で、消防施設の維持管理等経常経費の計上です。需用費の修繕費では防災行政無線の定時放送等を行う制御装置の老朽化に伴い、プログラムの入れ替え修繕を行います。

　次ページ15工事請負費では、下水道普及に伴う排水設備接続工事として２分団棚沢詰所を工事いたします。また、老朽化した火の見やぐら２か所の撤去工事を計上しております。備品購入費では防災行政無線の個別受信機を50台分計上し、老朽化に伴う補完を行います。負担金・補助及び交付金では、消火栓維持管理負担金として、設置負担金１基分、修繕負担金４基分、計５基分を計上いたしました。

　148ページをお願いします。町単独消防施設整備事業費は880万6,000円の計上でございます。小型動力ポンプ付積載車１台、小型動力ポンプ１台の更新を予定しております。

　国庫補助消防施設整備事業費は、廃目でございます。

　防災費は581万円の計上で、次ページ食糧費では地域備蓄食糧費として8,000食分の非常食を計上いたしました。委託料では、家具転倒防止助成業務委託料の３年目の事業費を計上するものです。平成21年度は106世帯、平成22年度は73世帯に実施しており、さらに住民への周知を図り、安全で安心なまちづくりを目指してまいります。

　以上で消防費の説明を終わります。

○教育課長（井上　永一君）　次に、款の10教育費となります。

　まず、項の１教育総務費です。

教育委員会費でございますが、前年度比９万3,000円の増額につきましては、交際費で教育委員長交際費の新設、負担金・補助及び交付金では隔年で実施しております東京都教育委員会連合会の視察研修負担金の増額が主なものでございます。

　150ページをお願いいたします。次に事務局費でございますが、全体では前年度比124万9,000円の減額となります。内訳でございますが、事務局費の113万8,000円の減額につきましては、人件費の減額が主なものでございます。

　151ページをお願いします。教育文化振興基金費ですが、11万1,000円の減額となっておりますが、利子及び寄付金積立の減額によるものでございます。

　次に教育指導費でございますが、前年度比219万5,000円の減額となります。内訳でございますが、152ページの委託料のうち職員健康診断委託料が実績により、学校内で使用しているコンピュータの保守点検委託料を教育管理費へ移行したことにより129万9,000円の減額、備品購入費につきましては、教育指導費の中で予算計上しておりましたコンピュータ教育用備品購入費を各学校の配当予算へ組み替え、各学校の事情に応じた整備を推進したことにより69万円の減額をしたことが主な理由でございます。

　153ページをお願いいたします。教育研修事業費、私立幼稚園等保護者負担軽減事業費につきましては、見込額として前年度と同額を、教員住宅費の教員住宅管理費につきましても前年度と同額の計上でございます。

　次に、項の２小学校費となります。

まず、学校管理費でございますが、前年度比146万1,000円の増額となります。内訳でございますが、154ページの小学校管理費170万9,000円の増額につきましては、委託料のうち汚水処理施設管理業務委託料が古里小学校の下水道への接続により46万1,000円の減額、155ページ最上段の平成21年度国庫補助金により導入した校務用及び教育用のパソコン等機器保守委託料として60か月分を一括払いし委託するため、248万3,000円の計上をさせていただき175万7,000円の増額、原材料費は消耗品費からの組み替えにより６万円を計上させていただいたことなどが主な理由でございます。

次に、古里小学校管理費でございますが、前年度比14万7,000円の増額につきましては、需用費のうち燃料費及び光熱水費が単価改正及び実績等により増額となっております。

156ページをお願いいたします。氷川小学校管理費でございますが、前年度比39万5,000円の減額につきましては、需用費のうち光熱水費が実績により29万6,000円、157ページ最上段の備品購入費が前年度と比較して減額となっていることが主なものでございます。

次に教育振興費でございますが、前年度比337万円の増額となります。内訳でございますが、小学校教育振興費95万5,000円の増額は、報償費の理科支援員謝礼が指導時間数の増加により18万円、需用費のうち印刷製本費が小学校３年生の社会科の補助教材として社会科副読本を使用しており、その印刷製本費として今後４年間分の資料印刷代の47万3,000円を増額、158ページの負担金・補助及び交付金のうち社会科見学補助金でございますが、４年生の都内宿泊体験学習につきまして、平成22年度までは古里小、氷川小それぞれ町のマイクロバスを使用し、１泊で実施しておりましたが、平成23年度からは連携教育の一環とした古里小、氷川小合同で実施を予定しており、人員の都合により大型バスを借り上げるため増額となっております。

次に、準要保護等児童就学援助事業費、次の準要保護児童給食費補助事業費につきましては、見込額として前年度と同様に計上をさせていただいております。

次の古里小学校教育振興事業費でございますが、前年度比99万8,000円の増額につきましては、備品購入費が学習指導要領変更に伴う教師用指導書等の購入により114万2,000円の増額、負担金・補助及び交付金のうち遠足交通費補助金等が児童数の変更により減額となっております。

159ページをお願いいたします。氷川小学校教育振興事業費でございます。前年度比143万6,000円の増額につきましては、備品購入費が古里小学校同様学習指導要領変更に伴う教師用指導書等の購入により156万9,000円の増額、負担金・補助及び交付金のうち宿泊体験学習交付金等が児童数の変更により減額となっております。

次の小学校建設事業費でございますが、前年度比4,448万5,000円の増額となります。今年度は、委託料として平成24年度で実施予定の氷川小学校校舎外壁等改修調査設計業務委託料、小学校木質化工事管理業務委託料及び実施設計委託料を、工事請負費では小学校教室等木質化整備工事、氷川小学校体育館渡り廊下改修工事、古里小学校プール排水設備等接続工事、氷川小学校プール補修工事を計上させていただいております。

この中で教室の木質化工事につきましては、子どもたちが木のぬくもりを感じながら意欲的に学習に取り組む環境を提供し、学力の向上と多摩産材の活用による環境教育への関心を深めるため、また、急激な気温、室温の変化等により発生する床面の結露防止対策をし、校内での安全性を高めるため実施をいたします。平成23年度から年次計画に基づき施工いたしますが、今年度の工事の施工予定につきましては、古里、氷川両小学校の昇降口、廊下、階段を中心に夏休み中に実施し、平成24年度以降、順次普通教室、図書室等を施工していく予定でございます。

古里小学校プール排水設備接続工事につきましては、プールの汚水処理分の工事につきましては、古里小学校校舎等の排水設備工事とともに平成22年度で実施をいたしましたが、プール本体の排水につきましては、下水道法第10条第１項ただし書きの規定を適用し、従来どおり河川へ放流することで協議が済んでおりました。しかし、東京都都市整備局から、プール本体の排水についても下水道設備に接続をするよう指導があったことから工事を施工するものでございます。

160ページをお願いいたします。次に、項の３中学校費となります。

まず、学校管理費でございますが、前年度比299万1,000円の増額となります。内訳でございますが、中学校管理費の233万円の増額につきましては、委託料が、161ページにございます平成21年度国庫補助金により導入した校務用及び教育用のパソコン等機器保守委託料として、小学校管理費と同様に383万4,000円、理科室、保健室等の廃棄薬品類処分委託料として24万1,000円を計上し380万9,000円の増額、備品購入費の計上はなく、142万円の減額となったことが主なものでございます。

次の古里中学校管理費でございますが、前年度比26万1,000円の増額につきましては、需用費のうち光熱水費が下水道料の増額により29万3,000円の増額、162ページの備品購入費が、耐用年数を経過した消火器の買い替え等の管理用備品の購入により24万4,000円の増額となっております。

次に、氷川中学校管理費でございますが、前年度比40万円の増額につきましては、役務費の通信運搬費で新機種の導入に伴う旧機種のパソコン整理に伴うパソコンリサイクル料を16万8,000円計上し、163ページにございます備品購入費が耐用年数を経過いたしました消火器の買い替え等の管理用備品購入により22万6,000円の増額となったことが主な理由でございます。

次に、教育振興費でございますが、前年度比253万5,000円の増額となります。

内訳でございますが、中学校教育振興費18万5,000円の増額につきましては、164ページにございます負担金・補助及び交付金の部活動支援補助が増額となることよるものでございます。

次に、準要保護等生徒就学援助事業費の前年度比31万7,000円の増額につきましては、平成22年度では補正予算対応いたしましたが、文部科学省が就学援助の対象費目にクラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費を追加したことにより、町の基準も改正したことで増額となるものでございます。

準要保護生徒給食費補助事業費は２万円の増額となっておりますが、前年と同内容の計上をしてございます。

次に、古里中学校教育振興事業費の前年度比25万6,000円の増額につきましては、需用費で修繕費が学校管理備品の修繕の増により、備品購入費で一般教材用備品購入費の増額によるものが主なものでございます。

165ページをお願いします。氷川中学校教育振興事業費の前年度比171万7,000円の増額につきましては、需用費で教科指導用及び部活動用消耗品費の増、修繕費が学校管理備品の修繕の増により、また、備品購入費で一般教材用備品購入の増額が主なものでございます。

次に、要保護等生徒就学援助事業費につきましては、平成23年度で対象となる３年生がおり、修学旅行費の扶助を新たに計上させていただいております。

次の中学校建設事業費でございますが、前年度比3,877万5,000円の増額につきましては、166ページにございますが、今年度は、委託料として平成24年度から施工予定の中学校教室等木質化の調査設計業務委託料及び氷川中学校校舎外壁等改修工事の監理業務委託料を、工事請負費では、氷川中学校校舎外壁等改修工事、古里中学校のテニスコート改修工事等を計上させていただきました。エアコンの設置工事につきましては、普通教室は平成18年、19年度で設置済みでございますが、特別教室で未設置の教室があるため、新学習指導要領の実施に伴う授業時数の増加、学習時間も増えることから、順次整備をしたいと考えております。

古里中学校のプール排水設備等接続工事につきましては、古里小学校プールと同様の理由により施工するものでございます。

次に、項の４給食費となります。

給食管理費でございますが、前年度比510万2,000円の増額となります。167ページの賃金と、次の168ページの備品購入費の増が主なものでございます。賃金につきましては、配送につきましては今までシルバー人材センターへ委託をしておりましたが、業務形態上希望者が少なく、直接雇用をすることとなっております。このため委託料から賃金への組み替えにより増額となっております。また、備品購入費につきましては、児童・生徒のために安全で安心な学校給食を提供し、温かいうちに給食をとることができるよう平成22年度当初から２台体制で配送をしております。このうちの１台が老朽化したことから購入したいため、計上させていただいたものです。その他では、需用費で燃料費と光熱水費が減額となっております。

169ページをお願いいたします。項の５社会教育費でございます。

社会教育総務費でございますが、前年度比184万5,000円の減額となります。内訳でございますが、社会教育総務費の1,025万2,000円の増額につきましては、人件費の増額が主なものでございます。理由といたしまして、平成25年の国民体育大会へ向け、職員の増員によるものでございます。

171ページをお願いいたします。教育文化振興事業費でございますが、前年度比414万4,000円の増額につきましては、委託料で国際交流音楽祭委託料として、山のふるさと村で実施する音楽祭の事前公演として都内での演奏会、羽村市のゆとろぎでの前夜祭としてコンサートを予定しておりますが、その演奏会を実施するための委託料として500万円を計上させていただきました。ゆとろぎでのコンサートへは、町内の生徒を招待し、生の演奏を聞かせる予定でおります。また、都内での演奏会は、現在のところ、多摩川の最下流部である大田区での実施を予定しております。この演奏会をきっかけとして児童・生徒、町と区の交流につなげられたらよいと考えております。

負担金・補助及び交付金では、隔年で実施しております中国淳安県への友好交流訪問団派遣事業費の減額が主なものでございます。

次の文化会館管理費でございますが、前年度比1,624万1,000円の減額につきましては、需用費で文化会館施設の修繕費が増額となっておりますが、172ページの委託料では下水道への接続により浄化槽の保守点検委託料が、工事請負費では、今年度は予定がなく1,547万8,000円の皆減となることが主な理由でございます。

次に、青少年対策費でございますが、131万5,000円の減額となります。内容につきましては、青少年対策事業費で、173ページをお願いいたします。備品購入費は、平成23年度は計上はなく50万円の減額、負担金・補助及び交付金は洋上セミナー補助金の74万6,000円が減額となっております。洋上セミナーにつきましては、例年８月に小学校６年生を中心に20名の予定で神津島へ派遣しておりますが、平成23年度につきましては、多摩島しょ広域連携活動助成金を利用することとなりました。この助成金につきましては、複数の市町村が共同で実施をする必要があり、町では、同様に神津島へ児童を派遣している檜原村と共同で実施をすることとし、両町村で実行委員会を組織し、内容についても調整をしてまいります。会計につきましては、実行委員会で処理をするため、一般会計での予算計上は行わないこととなりました。

なお、町からの派遣人数等につきましては、今までと同様の規模で実施を予定しております。

次に、文化財保護費でございますが、414万7,000円の減額となります。内容につきましては、次の174ページにございます文化財保護事業費でございますが、委託料のうち文化財資料整備委託料の減額等がございますが、前年度とほぼ同内容で予算計上をさせていただいております。また、負担金・補助及び交付金が405万5,000円の減額となりますが、平成23年度では指定文化財等整備事業補助金につきましては、東京都指定の川野車人形及び獅子舞衣装等の整備を、氷川の小留浦獅子舞の衣装等の整備、町指定でございます棚沢獅子舞祭具等整備を予定しております。平成21年、22年度で実施いたしました小丹波の熊野神社舞台修理が完了したため、総体では減額となっております。

175ページをお願いいたします。水と緑のふれあい館事業費につきましては、320万円の減額となります。内容につきましては、水と緑のふれあい館運営事業費でございますが、需用費が消耗品費、印刷製本費、光熱水費等が実績により139万1,000円の減額、備品購入費が平成22年度で計上していた庁用自動車の購入費の減等により減額となっておることが主な理由でございます。

177ページをお願いいたします。図書館費につきましては、１万円の減額となります。図書館につきましては、予算的には前年度と同様の内容で計上させていただいておりますが、平成22年度から移動図書館事業につきまして車を小型化し、リクエストを中心とした貸し出し方式に変更しております。１年間実施した状況を分析し、古里、氷川図書館を含めてさらに利用しやすい図書館を目指したいと考えております。

178ページをお願いいたします。美術館事業費につきましては、268万1,000円の減額となります。内容につきましては、需用費では、町民ギャラリー氷川関係の光熱水費等がセラピー事業の事務所にかわったことにより66万5,000円の減額、委託料で絵画美術品等管理委託料の減額、179ページをお願いいたします。179ページにございますアートクラフトフェスティバル事業委託料の新設により総体で79万2,000円の減額、工事請負費の皆減により100万円の減額が主なものでございます。

この中でアートクラフトフェスティバル事業につきましては、身近なまちづくり推進事業の１つとして、平成21年、22年度で奥多摩アートクラフトフェスティバルが開催され、プロの芸術家の皆さんが町内で体験教室等を行いました。この事業を一般事業として実施するとともに、学校の授業の一環として芸術に触れさせ、子どもたちの情操教育を育むため体験をさせることといたしました。

なお、この体験により制作いたしました作品を、９月にせせらぎの里美術館で、奥多摩の作家と児童・生徒のワークショップ店として展示する予定でございます。

次に、森林館費でございますが、前年度比180万3,000円の減額となっておりますが、需用費が印刷製本費、修繕費の減額により52万3,000円を、委託料では、森林館管理業務委託料の減によるもの等で152万6,000円の減額となったことが主な理由でございます。

181ページをお願いいたします。項の６保健体育費となります。

保健体育総務費でございますが、前年度比602万6,000円の増額となります。内容につきましては、保健体育総務費が256万2,000円の増額となっておりますが、町民体育祭と歩く大会を隔年ごとに実施しており、平成23年度につきましては町民体育祭を開催する年であり、体育祭実施による委託料のうち運営委託料、負担金・補助及び交付金のうち自治会に対する運営助成金が増額となるものでございます。

次に、182ページの国民体育大会事業費でございますが、平成23年度から新設となり、346万4,000円を計上させていただきました。国民体育大会の開催に向けて、昨年の12月13日に町の実行委員会を設立いたしました。今後は、常任委員会、専門委員会等を開催し運営をしていくこととなります。委託料では平成22年度の補正予算で計上させていただきましたコースの設計委託料を再度計上させていただきました。補正予算の中でもご説明させていただきましたが、大会を主催する自転車連盟との競技の中でコースについての最終決定がずれ込み、４市町村で協議し、平成23年度で委託をすることとなったものでございます。負担金・補助及び交付金では、実行委員会等の運営経費、平成23年度で実施される国民体育大会リハーサル大会の施設事業費を実行委員会で事務処理していくために、実行委員会への補助金として計上をさせていただいております。

次に、体育施設費でございますが、16万4,000円の増額となります。内訳でございますが、学校開放事業費につきましては学校の運動場、体育館、プールの開放にかかる費用につきまして、前年度と同内容の予算計上でございます。

183ページをお願いいたします。183ページの社会体育施設維持管理費につきましては、前年度比2,000円の増額となっておりますが、スポーツコミュニティ会館等の維持管理費につきまして、前年度と同内容の予算計上でございます。

次の総合運動場維持管理費でございますが、前年度比16万2,000円の増額で、総合運動場の維持管理に要する消耗品、備品購入費の増額が主な内容で予算を計上させていただきました。

以上で教育費の歳出予算についての説明を終わります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款の11災害復旧費でございます。

　185ページの中ごろまで災害復旧を計上しておりますが、昨年同様の計上でございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の公債費のうち長期債元金償還費３億4,910万6,000円、次の長期債利子償還費4,043万8,000円、次の一次借入金利子50万円は、それぞれ見込額を計上してございます。

　次のページの土地開発基金費70万3,000円は、基金に積み立てるものでございます。

　次の予備費1,179万6,000円は予算調整でございます。

　それでは、最後の195ページをご覧ください。町債の見込みに関する調書でございます。

　区分の右側、前々年度末現在高は合計31億3,624万円、その隣の前年度末現在高見込額は合計30億747万6,000円、当該年度中増減見込額の当該年度中起債見込額は合計２億2,000万円、当該年度中元金償還見込額は合計3億4,910万6,000円、当該年度末現在高見込額は合計28億7,837万円でございます。

　以上で、平成23年度一般会計予算の説明を終わります。

○委員長（清水　典子君）　以上で、議案第19号の説明は終わりました。

　お諮りします。本日の会議ははこれまでとし、明日３月16日に引き続き会議を再開したいと思いますが、これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、明日午前10時より予算特別委員会を再開します。

　本日はこれにて散会いたします。長時間ご苦労さまでした。

午後２時38分　散会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。

　予算特別委員会委員長
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